 団体名又は共同事業体名 

（様式１）指定管理者指定申請書

年　　月　　日
（宛先）昭島市長
申請者　所 在 地
団 体 名
代表者名
昭島市公の施設指定管理者指定申請書
指定管理者の指定を受けたいので、昭島市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第３条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　公の施設の名称
　　　昭島市民図書館（分館、分室、移動図書館を含む。）
　　　昭島市教育福祉総合センター
２　添付書類
(１)　公の施設の管理に係る事業計画書
(２)　公の施設の管理に係る収支計画書
(３)　経営状況等法人その他の団体の概要を説明する書類
(４)　その他市長が必要と認める書類
（様式２）共同事業体協定書
共同事業体協定書
（目的）

第１条 当共同事業体は、昭島市教育福祉総合センター（昭島市民図書館含む）（以下「当該施設」という。）の管理運営業務（以下「当該業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。

（名称）

第２条 当共同事業体は、○○共同事業体（以下「事業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条 事業体は、事務所を○○県○○市○○町・・・に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条 事業体は、平成○○年○○月○○日に成立し、当該業務の協定期間の満了後３箇月を経過するまでの間は、解散することができない。

２ 当該施設の指定管理者となることができなかったときは、事業体は、前項の規定にかかわらず、当該業務に係る協定が締結された日に解散するものとする。

（構成員の所在地及び名称）

第５条 事業体の構成員は、次のとおりとする。

所 在 地

団 体 名

代表者名

所 在 地

団 体 名

代表者名

所 在 地

団 体 名

代表者名

（代表者の名称）

第６条 事業体は、○○○○（団体名）を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条 事業体の代表者は、当該業務の履行に関し、事業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、昭島市及び昭島市教育委員会（以下「市等」という）と折衝する権限並びに当該業務に係る申請書の提出、指定管理者制度に係る管理運営に関する協定の締結、指定管理料の請求、受領及び事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（運営委員会）

第８条 事業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに当該業務の履行の基本に関する事項、資金管理方法、第三者への委託の決定その他の事業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、当該業務の履行に当るものとする。

（構成員の責任等）

第９条 各構成員は、当該業務の履行及び下請契約その他業務の履行に伴い事業体が負担する債務の履行に関し、共同連帯して責任を負うものとする。

２ 当該業務の履行に係る各構成員の業務分担及び出資金並びに出資割合については、別表のとおりとする。

３ 前項に基づく別表は、市等及び構成員全員の承認がなければ、協定締結後に変更することはできない。

（取引金融機関）

第１０条 事業体の取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、共同事業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第１１条 事業体は、業務の履行の年度又は完了ごとに当該業務について決算するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１２条 本協定書に基づく権利義務は他に譲渡することはできない。

（業務途中における構成員の脱退に対する措置）

第１３条 構成員は、市等及び構成員全員の承認がなければ、事業体が当該施設を管理運営する期間が満了する日までは脱退することができない。

２ 構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、市等の承認がある場合に限り残存構成員が共同連帯して当該業務を履行する。

（構成員の除名）

第１４条 事業体は、構成員のうちいずれかにおいて、当該業務履行中に重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由が生じた場合には、他の構成員全員及び市等の承認により当該構成員を除名することができるものとする。

２ 前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。

３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項を準用するものとする。

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第１５条 構成員のうちいずれかが当該業務履行途中において破産又は解散した場合は、第１３条第２項を準用するものとする。

（代表者の変更）

第１６条 代表者が脱退若しくは除名された場合又は代表者としての責務が果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び市等の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

（構成員の加入）

第１７条 前２条の規定による構成員の脱退、除名及び破産又は解散により残存構成員のみでは適正な業務の履行の確保が困難なときは、第１３条第２項の規定にかかわらず残存構成員全員及び市等の承認を得て、新たな構成員を事業体に加入させることができる。

（解散後の瑕疵に対する構成員の責任）

第１８条 事業体が解散した後においても、当該業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

上記のとおり○○共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印して各自所持するとともに、１通を市等に提出するものとする。

平成○○年○○月○○日

所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別 表

○○共同事業体責任分担表

	構成員名（団体名）
	業務分担
	出資金・出資比率

	所 在 地

団 体 名

代表者名
	１ ○○の管理に関すること

２ △△の運営に関すること
	○○○○○○円

（○○．○％）

	所 在 地

団 体 名

代表者名
	１ ○○の管理に関すること

２ △△の運営に関すること
	○○○○○○円

（○○．○％）

	所 在 地

団 体 名

代表者名

	１ ○○の管理に関すること

２ △△の運営に関すること
	○○○○○○円

（○○．○％）


注１　上記「業務分担」については、協定締結時点で想定する業務分担の内容について、具体的かつ詳細に記述すること。

注２　本協定書第９条第３項の定めるところにより、上記責任分担表は、市等及び構成員全員の承認がなければ、協定締結後に変更することはできない。
（様式３）共同事業体委任状
委任状
平成　　年　　月　　日

昭島市長　殿

○○共同事業体

委任者

所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　私は、下記の共同事業体代表者を代理人と定め、当共同事業体が存続する間、昭島市教育福祉総合センター（昭島市民図書館含む）の管理運営業務（以下「当該業務」という。）について、次の権限を委任します。

受任者（代表者）
所 在 地

団 体 名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
委任事項
１　昭島市及び昭島市教育委員会と折衝する権限

２　当該業務に係る申請書の提出の権限

３　指定管理者制度に係る管理運営に関する協定書の締結の権限

４　指定管理料を請求及び受領する権限

５　当事業体に属する財産を管理する権限
（様式４）団体概要
団　体　概　要

（単独団体・代表団体・構成団体　共通）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成　　年　　月　　日現在）

	所　在　地
	

	団　体　名
	

	代表者名
	

	担当部署
	所在地
	

	
	担当部署名
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	電　話
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	E-Mail
	

	共同事業体の

場合の種別
	□代表団体

□構成団体
	共同事業体の名称
	

	設立年月日
	
	資本金等
	万円

	沿　革
	＜上場している場合、上場年月も含めて簡潔に記載してください。＞

	業務内容
	＜主な官公庁への登録業種も含めて簡潔に記載してください。＞

	従業員数
	正社員
	全体　　　　人

	
	契約社員
	全体　　　　人

	
	パート等
	全体　　　　人

	事業経歴

役員構成及び経歴
	· 様式は問いませんのでA4判で作成してください。


（様式５－１）誓約書
誓約書
平成　　年　　月　　日
昭島市長　殿
所 在 地
団 体 名 
代表者名　　　　　　　　　　 　　　　　㊞
私は、下記の応募要件をすべて満たしていることを約束します。
記
法人、その他の団体で、次の各号のいずれにも該当しないこと。
　ア 国税又は地方税を滞納している団体
　イ 昭島市議会議員又は昭島市長、昭島市副市長若しくは昭島市教育委員会教育長が代表
者その他の役員である団体
　ウ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4（同令第167条の11第１項において準用する場合を含む。）の規定により昭島市における一般競争入札等への参加を制限されている団体
　エ 地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けたことがある団体
　オ 会社更生法（平成14年法律第154号）・民事再生法（平成11年法律第225号）による更生・再生手続中である団体

カ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第77号）第２条に掲げ
る暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体
　キ 政治活動及び宗教活動を目的とする団体
　ク 説明会に参加しなかった団体

　ケ 成年後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないものが役員である団体
（様式５－２）誓約書（共同事業体用）
誓約書
平成　　年　　月　　日

昭島市長　殿

共同事業体の所在地

共同事業体の名称

代表の法人等の名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

当共同事業体の全構成員は、下記の応募要件をすべて満たしていることを約束します。

記

法人、その他の団体で、次の各号のいずれにも該当しないこと。
　ア 国税又は地方税を滞納している団体
　イ 昭島市議会議員又は昭島市長、昭島市副市長若しくは昭島市教育委員会教育長が代表
者その他の役員である団体
　ウ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4（同令第167条の11第１項において準用する場合を含む。）の規定により昭島市における一般競争入札等への参加を制限されている団体
　エ 地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けたことがある団体
　オ 会社更生法（平成14年法律第154号）・民事再生法（平成11年法律第225号）による更生・再生手続中である団体

カ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第77号）第２条に掲げ
る暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体
　キ 政治活動及び宗教活動を目的とする団体
　ク 説明会に参加しなかった団体（共同事業体で申請する場合は、代表団体が参加

すれば申請資格を満たす。）
　ケ 成年後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないものが役員である団体
事業計画書　　Ⅰ　管理運営の基本方針
	１　法人等の理念と運営方針（様式６）

	（１）公立の図書館及び郷土資料室を含む国際交流教養文化施設を管理運営する指定管理者としての基本理念・方針及び申請理由


本様式（A4判）３枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとします。

事業計画書　　Ⅱ　図書館及び郷土資料室運営事業の実施に係る業務
	１　窓口業務（様式７－１）

	（１）窓口業務についての基本的な考え方と計画
（２）利用者への対応方針（職員の接遇等を含む）

（３）高齢者・障害者等に対する配慮
（４）利用者要望や意見の把握方法及び苦情対応等の体制


設問項目につき本様式（A4判）３枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

事業計画書　　Ⅱ　図書館及び郷土資料室運営事業の実施に係る業務
	２　図書館の利用促進につながるサービス（様式７－２）

	（１）サービス業務についての考え方（地域、児童、障害者・高齢者、レファレンス、ＩＣＴ、

企画展示、行事運営）
（２）地域性や利用者の特性に根ざした図書館運営

（３）学校との連携
（４）市民との協働
（５）子どもの読書活動の推進のための行事


設問項目につき本様式（A4判）６枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。
事業計画書　　Ⅱ　図書館及び郷土資料室運営事業の実施に係る業務
	３　郷土資料室の利用促進につながるサービス（様式７－3）

	（１）サービス業務についての考え方（昭島市の特色〔歴史・風土・自然・伝統文化・文化財〕を

活かした常設展示・企画展示・体験展示、ＩＣＴ、資料管理・保存）

（２）地域性や利用者の特性に根ざした郷土資料室運営
（３）学校との連携
（４）市民との協働


設問項目につき本様式（A4判）６枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。
事業計画書　　Ⅱ　図書館及び郷土資料室運営事業の実施に係る業務
	４　新図書館への移転業務（様式７－４）

	（１）資料の移転業務及び開館準備業務の計画


本様式（A4判）３枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで 2枚又はA3判折り込み１枚までとします。
事業計画書　　Ⅲ　国際交流教養文化棟の管理・運営に係る業務
	１　人員体制（様式８－１）

	（１）館長・副館長職の要件と職責
（２）人材の継続的・安定的確保、採用計画（雇用形態、労働条件、現市民図書館職員の継続雇用
等）の考え方
（３）職員の研修体制及び健康管理体制等



設問項目につき本様式（A4判）３枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

（４）図書館及び郷土資料室の運営体制と人員配置計画　
具体的な勤務体系及び配置を記述してください。
人員配置計画書
	主な担当業務
	雇用形態
（該当する欄に具体的な内容を書いてください。）
	備考
（資格、経歴、経験年数等）

	
	正規
	その他
（具体的に）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	配置職員計
	
	
	


	１ 
	雇用形態は、以下の通り。
正規　⇒　正規職員
その他　⇒ 正規職員以外（パート・アルバイト等）

	２
	資格及び経歴については、備考欄に記入してください。

	３
	記入欄が 足りない場合は、追加してください。


勤務予定表
	区分
	雇用
形態
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	勤務予定職員計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	区分
	雇用
形態
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	勤務日数計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	勤務予定職員計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(勤務予定表作成にあたって)

１　１か月における職員勤務表を、人員配置計画書に基づき作成してください。
区分欄が足りない場合は、追加して作成してください。
２　雇用形態の区分は、次の記号を記入してください。
Ａ：正規職員
Ｂ：その他
３　勤務予定日欄には、下記の勤務パターン表を作成し、その記号を上記の表に記入してください。欄が足りない場合は、追加して作成してください。
	
	記号
	勤務開始時間～ 勤務終了時間
	勤務時間数
	備考

	勤務パターン
	① 
	
	
	

	勤務パターン
	② 
	
	
	

	勤務パターン
	③ 
	
	
	

	勤務パターン
	④ 
	
	
	


事業計画書　　Ⅲ　国際交流教養文化棟の管理・運営に係る業務
	２　個人情報の保護（様式８－２）

	（１）個人情報保護及び情報セキュリティの対応体制


本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

事業計画書　　Ⅲ　国際交流教養文化棟の管理・運営に係る業務
	３　広報業務（様式８－３）

	（１）情報発信への取組


本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

事業計画書　　Ⅲ　国際交流教養文化棟の管理・運営に係る業務
	４　自己評価（様式８－４）

	（１）自己評価の実施方法及び評価結果を受けた改善方法


本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

事業計画書　　Ⅲ　国際交流教養文化棟の管理・運営に係る業務
	５　環境対策への取組（様式８－５）

	（１）地球温暖化や省エネに対する取組


本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

事業計画書　　Ⅳ　施設等の維持管理に係る業務
	１　施設の維持管理（様式９－１）

	（１）施設の維持管理の体制


本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

事業計画書　　Ⅳ　施設等の維持管理に係る業務
	２　危機管理体制（様式９－２）

	（１）利用者の安全管理・事故対応などの危機管理の体制


本様式（A4判）１枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

事業計画書　　Ⅴ　管理運営の効率化
	１　効率的な管理運営（様式10－１）

	（１）効率的な管理運営のため、最小の経費で最大の効果をあげるための方策


本様式（A4判）３枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

（様式１０－２）事業計画書（指定管理料収支計画書）
指定管理料収支計画書

平成31～36年度の収支計画を記入してください。

年度ごとに作成し、(3)指定管理料は５年間の合計額を記入してください。

記入欄が足りない場合は、行を追加してください。
積算内訳の詳細は別紙に記載し、本様式に添付してください。様式は問いません。
(1)　人件費

・指定事業に係る人件費を人員の区分（館長・副館長等）ごとに積算してください。

・人件費は、様式８－１の人員配置計画との整合を取ってください。

	区分
	金額（税込）
	積算内訳

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	人件費計
	円
	


(2)　事業費

・指定業務に係る人件費を除く事業運営費、施設維持管理費、移転費、保管費、備品・消耗品費、事務費、一般管理費、施設修繕費（税込10万円以下／件）等、指定管理者が行う当該施設の管理運営業務実施に直接的、間接的に必要と見込まれる費用を区分ごとに積算してください。

・積算内訳の詳細は別紙（様式は問いません。）に記載し、本様式に添付してください。
	区分
	金額（税込）
	積算内訳

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	事業費計
	円
	


(3)　指定管理料
指定管理料は、平成31～36年度の人件費と事業費の合計金額に、消費税額を上乗せした額を記入してください。

	指定管理料見積額（税込）
	円


事業計画書　　Ⅵ　その他
	１　地域の活性化（様式11）

	（１）市民の雇用や地元企業等の活用など地域の活性化につながる提案


本様式（A4判）３枚以内で作成してください。行数・字数は制限いたしませんが、文字フォント10Pt以上で、できるだけ簡潔にまとめるようにお願いします。資料の添付を認めますが、A4判サイズで２枚又はA3判折り込み１枚までとします。

（様式１２）管理運営実績

他自治体等での管理運営実績　（平成27年度以降の実績）※管理運営施設の冊子類等を適宜添付してください
	NO
	事業名
	発注者
	区分
	契約等の期間
	契約金額
	事業概要
	提案・実施の内容

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	

	
	
	
	指定監理
業務委託
	
	
	
	


＊本様式に記載する業務実績は、平成27年度以降の受託実績とする。
＊当該業務が5件以上ある場合は、代表的な業務を5件まで記載すること。

（様式１３）説明会参加申込書

昭島市長　殿

昭島市教育福祉総合センター指定管理者募集説明会参加申込書
　　年　　月　　日

平成30年６月20日（水）に実施される指定管理者募集説明会に、以下のとおり参加を申し込みます。

<申込者> 

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　
　
	参加団体名

（共同事業体の場合は事業体名）
	

	代表者名
	

	共同事業体の場合の団体構成
	

	参加者氏名

（２名まで）
	

	
	


○開催日時　　
平成30年６月20日（水）　10時～12時（受付開始時間　９時30分）

○開催場所　　昭島市役所（昭島市田中町1-17-1）

　　２階201会議室

○参加者は１団体につき２名までです。共同事業体であっても１団体とします。また、共同事業体での参加の場合は、必ず代表団体の方が含まれるようにしてください。

【申込期限】
平成30年６月15日（金）までにＦＡＸ又は電子メールでお申込みください。お申し込みの際は、確認の電話連絡を行ってください。

（様式１４）施設見学会参加申込書

昭島市長　殿
昭島市教育福祉総合センター指定管理者募集施設見学会参加申込書

　　年　　月　　日

平成30年６月20日（水）に実施される指定管理者募集施設見学会に、以下のとおり参加を申し込みます。

<申込者> 

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　

	参加団体名

（共同事業体の場合は事業体名）
	

	代表者名
	

	共同事業体の場合の団体構成
	

	参加者氏名

（２名まで）
	

	
	


○開催日時　　
平成30年６月20日（水）　13時30分～16時（受付開始時間　13時）

○開催場所　　集合場所やタイムスケジュール等については、別途申込者に通知します。

○参加者は１団体につき２名までです。共同事業体であっても１団体とします。また、共同事業体での参加の場合は、必ず代表団体の方が含まれるようにしてください。

【申込期限】
平成30年６月15日（金）までにＦＡＸ又は電子メールでお申込みください。お申し込みの際は、確認の電話連絡を行ってください。

（様式１５）質問書
平成　年　月　日
指定管理者募集に関する質問書
	Ｎo
	書類名
	ページ
	章・
項目等
	質問内容

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	6
	
	
	
	

	7
	
	
	
	


書類名については、募集要項、要求水準書、様式集等と記載ください。適宜、列を追加の上、記入してください
（様式１６）辞退届

年　　　月　　　日
昭島市長　殿　
所 在 地

団 体 名（共同事業体の場合は代表団体名）

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
辞　退　届

指定管理者の指定申請を下記の理由により辞退いたします。

記

１　辞退理由
